タブンカシュギ　コッカ　カナダ　ノ　ケンポウ　ニ　オケル　シュウハテキ　ゲンゴテキ　マイノリティ　ノ　キョウイク　ホショウ　ト　キョウイク　ギョウセイ　セイド by 平田, 淳 et al.










The Guarantee of Education for Denominational and Linguistic Minorities and 




































制定された「1867年英領北アメリカ法（British North America Act, 1867）」（以下「BNA法」）が「カナダ
自治領（Dominion of Canada）」の基本的なあり様を定める法律として存在していた。その後，1982年に
は「1982年憲法法（Constitution Act, 1982）」が制定された。カナダの憲法は 1982年憲法法第 52条（2）
において，1982年憲法法，それと同時に制定された「権利及び自由に関するカナダ憲章（Canadian Charter 








2. 1867年憲法法第 93条と教育の「州自治」・宗派別教育委員会制度 































































憲法改正においては，1982 年憲法法第５編（第 38条から第 49条）において規定されている改正手続
                                                        
1 例えばカトリックが少数派の州や地域において公費で運営されるカトリック系学校や，プロテスタントが
少数派の州や地域において公費で運営されるプロテスタント系学校のことを「分離学校（separate schools）」














第三は，第 43条に基づく改正である。第 43条は次のように規定している。 
 





















                                                        
2 当該条文の英文は次の通りである。本文での訳出は筆者による。 
43. An amendment to the Constitution of Canada in relation to any provision that applies to one or more, but not all 
provinces, including  
(a) any alteration to boundaries between provinces, and  
(b) any amendment to any provisions that relate to the use of the English or the French language within a province  
may be made by proclamation issued by the Governor General under the Great Seal of Canada only where so authorized 
by resolutions of the Senate and House of Commons and of the legislative assembly of each province to which the 
amendment applies. 




















































“The Dictionary of Canadian Law”によると，”sliding scale”とは，“Rates of wages which change automatically 










 その後，最高裁判所は Reference re Public Schools Act (Man), s. 79(3), (4) and (7), [1993] 1 S.C.R. 839にお
いて，マニトバ州でフランス語教育を求める子どもの数が少なくとも 5,617 人存在するという中で，独
立したフランス語教育のための教育委員会が必要だと判断している。また，Arsenault-Cameron v. Prince 
























































以外の州は英語を第一言語としている。他方で，連邦レベルで言えば 1969 年に「公用語法（Official 



















にまで発展した（河野，2001）。その連邦最高裁判決である Reference re Bill 30, Ac Act to Amend the Education 
Act (Ont.), [1987] 1 S.C.R. 1148，及び Adler v. Ontario, [1996] 3 S.C.R. 609では，オンタリオ州でカトリッ
ク系学校が公費で運営されている反面，キリスト教以外3の宗教学校の公費支援がないことが平等権を
保障している 1982年憲法法第 15 条に違反するかどうかが争点となった4。つまり，1867 年憲法法第 93

















関しては，ペネッタンギシェン・プロテスタント分離教育委員会（Protestant Separate School Board of the Town 
of Penetanguishene）が，バークベイル・プロテスタント分離学校（Burkevale Protestant Separate School）１校の
みを管理運営している。「教育委員会」という名称を使ってはいるが，法令上は「教育当局（school authorities）」
に分類される。詳しくは，（平田，2017）を参照されたい。 




















民5教育のあり様を見ていく必要がある。1972 年に全国インディアン協会（National Indian Brotherhood）
が政策案『インディアン教育はインディアンの手で（Indian Control of Indian Education）』をカナダ政府
に提起して以来，カナダの先住民は教育自治権を保障するよう連邦及び州政府に求めてきた。そこでは
先住民の教育に関する法的権限の承認とともに，法的権限の行使を保障する財源を要求してきた（広瀬，
2012）。1867 年憲法法第 91 条 24 号は連邦政府に先住民に関する専属的立法権限を付与しており，それ
を受けて制定されている「インディアン法（Indian Act, R.S.C., 1985, c. I-5）」は第 114条から 122条まで















下，「BC」）州政府，ファーストネーション教育運営委員会（First Nations Education Steering Committee）
                                                        









Jurisdiction Framework Agreement）」を締結した。そしてこの協定を受けて，2006 年 12月連邦政府は「BC
ファーストネーション教育自治権限法（First Nations Jurisdiction over Education in British Columbia Act, 
S.C.2006.c.10）」を，BC 州政府はファーストネーション教育運営委員会と単独で「ファーストネーショ
ン教育協定（First Nations Education Agreement）」を締結したうえで 2007年 11 月に「ファーストネーシ









議会（Council on Mi’kmaq Education）」や「アフリカ系カナダ人教育協議会（Council on African-Canadian 





て，2009年に JK-8の「アフリカ系中心学校（Africentric Alternative School）」がオルタナティブ・プログ
ラムとして設置されたり7，9－10 年生対象の「アフリカ系中心中等プログラム（Africentric Secondary 














7 次の URL を参照されたい。http://www.tdsb.on.ca/findyour/schools.aspx?schno=3949（2017 年 6 月 9 日採取）。     
8 次の URLを参照されたい。
http://www.tdsb.on.ca/aboutus/innovation/highschoolspecializedprograms/africentricsecondaryprograms.aspx（2017 年
6 月 9 日採取）。註 6・7については，（児玉，2017）においても検討されているので，参照されたい。 
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